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一時的な付加価値税の免除

医薬品製造用原材料の一時的な付加価値税

免除

国内および産業用の天然ガスの供給に対する

5%の臨時超低税率の適用を延長

スペイン

コンゴ民主共和国

コロンビア

イタリア

電気代にかかる付加価値税を21%から10%

に引き下げる減税措置を延長

燃料油の供給に対するVATの免除

食品に対する付加価値税の8％への引き下げ
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※

5,500,000①

（粗利益率）　

※

28%②

粗利益（①×②）1,540,000③

消費税　

※

154,000④

申告所得（③-④）1,386,000⑤

所得税、住民税、国保・介

護・国民年金保険料等）

471,720⑥

税引後所得（⑤-⑥）

914,280

（　月　額　）76,190

■インボイス制度の影響

 

財務省試算によるフリーランスの負担

 

（豊島区在住、40歳、独身） 　※は財務省試算

物価の高騰が続いています。ロシアによるウクライナ侵略により、さらに燃料費や食料品の値上げも予想されています。コロナ禍の影響も続く中、家計や事業の負担を減らす支援策が必要です。
海外では負担軽減のために、消費税​＝付加価値税を引き下げる動きが広がっています。ガソリンや食料品、電気代など生活や営業に欠かせない物やサービスにかかる消費税率を引き下げて、暮らしと経営を応援しています。
付加価値税の減税は７８の国と地域に広がっています。日本でも消費税率を引き下げるよう政府に声を届けましょう。署名にご協力ください。

付加価値税減税の実施、延長を決めた国





世界の流れは消費税の減税


日本でも実施を





JETRO、各紙報道等を基に作成





❶　約1,000万者といわれる小規模事業者・


フリーランスが廃業の危機に


　＊「小規模」ゆえに、消費税の納税を免除されていた


年収1,000万円以下の事業者に対して、元請けや


プラットフォーマーなどから課税業者になること


を勧める動きが出ています。


　＊インボイスを発行できない事業者は「取引から排除」


「値引き」「廃業」のいずれかが迫られます。財務省


の国会答弁を基に納税額などを試算しました（図）。


これでは、営業も生活も成り立ちません！


❷消費者の消費税負担が増えます


　＊財務省は、インボイス制度が実施されることで「転嫁しやすくなる」と説明しています。いままで小規模事業者が負担していた消費税を消費者や取引先に転嫁すれば、消費者の消費税負担は増えます。財務省は税率を変えなくても、インボイス制度を実施すれば2,480億円の増収になると試算しています。





インボイス制度はこんなに危険！
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消費税廃止各界連絡会














